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成年年齢引き下げ等を踏まえた効果的な消費者教育実践モデル構築 公募要領 

 

１ 事業名 

 成年年齢引き下げ等を踏まえた効果的な消費者教育実践モデル構築 

 

２ 事業の趣旨 

  「消費者教育の推進に関する法律」の基本理念において「消費者教育を推進する多様な主体

の連携を確保しつつ、効果的に行うこと」が定められており、また、当該法において定める「消

費者教育の推進に関する基本的な方針」において、地域の多様な主体間のネットワーク化を図

ること、相互の連携と情報共有の仕組みを作ることの必要性が明記されているところであるが、

連携・協働体制ができている例は全国的に見ても少ないのが現状である。 

  また、デジタル化や AI・IoT 等の技術の進展に伴う生活環境の変化、フリーランスや本業以

外に副業に従事することによって収入を得るなど労働環境の変化等、消費者を取り巻く環境や

状況も著しく変化している。 

  こうした状況も踏まえ、各教育機関等において、最新の状況を踏まえた被害事例等の把握、

消費生活等に係る専門家（弁護士や消費生活相談員等）の有する知識や経験の活用等によって、

より実践的で現状に応じた消費者教育を実施するためのモデルを構築するとともに、地域にお

ける多様な主体の連携・協働により消費者教育推進体制を全国に構築する。 

 

３ 事業の内容 

  教育委員会、消費者行政部局、学校（大学等含む）、公民館、企業、消費者団体、ＮＰＯ等、

地域の関係者により、より実践的で現状に応じた消費者教育を実施するためのモデルを構築す

る。さらに、効果的な消費者教育に取り組むための連携・協働体制の実践モデルを構築する。 

  また、本委託事業における活動状況や成果については、別途行う「消費者教育連携・協働推

進全国協議会」において報告するものとする。 

 

（取組例） 

①  大学等と地域の消費生活センターや消費者団体等の多様な主体による連携・協働体制を

構築し、それぞれの特性に応じた消費者教育の実践 

②  大学等の学生団体等が主体となり学生の消費者教育に関する意識調査等を実施し、消費

者トラブル等に対する意識の向上策や、学生が的確に認知することができる普及啓発策等

を検討及び実施 

③  消費者庁設置の「消費者教育コーディネーター」等、消費者教育に係る他省庁事業や制

度等を活用した、大学等や地域における効果的な消費者教育の実施 

④  金融教育等、他の消費生活に関連する教育との連携した大学等や地域における消費者教

育の実践的な取組の推進 

 

４ 事業の委託先 

消費者教育に関する知見を有する法人格を有する団体、もしくは実行委員会、協議会やコン

ソーシアム等の任意団体 

ただし、任意団体については、次の全ての要件を満たすこととする。 

①定款、寄付行為又はこれらに類する規約等を有すること 

②団体等の意思を決定し、執行する組織が確立されていること 
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③自ら経理し、監査する等会計組織を有すること 

④団体活動の本拠としての事務所を有すること 

 

また、上記機関においては、コンソーシアム方式による応募も可とするが、コンソーシアム

方式においては、文部科学省との契約締結は代表となるいずれかの機関と直接行うこととなる

ため、実際上代表機関から従たる構成機関へ委託費が支出される場合は、代表機関と構成機関

との関係は通常の再委託又は請負関係となることに留意すること。 

 

５ 企画競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。 

   なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約の締結のために必要な同意を得て

いる者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２）文部科学省の支出負担行為担当官等から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこ

と。 

 

６ 委託期間 

  本事業の委託期間は、原則として委託を受けた日から当該年度の３月１１日までとする。 

 

７ 事業規模及び採択数 

  事業規模：委託額は総額２２７万円（税込）を上限とする。 

採 択 数：１件（予定） 採択件数は審査委員会が決定する。 

 

８ 公募説明会の開催 

  開催日時：令和７年１１月２５日（火）１４時～１５時 

  開催場所：オンライン 

 ※公募説明会に参加する場合は、令和７年１１月２１日（金）１５時までに以下の連絡

先に連絡をすること（様式不問）。 

  （連絡先）E-mail：consumer@mext.go.jp 

 

９ 企画提案書の提出方法等 

（１）提出書類（企画提案様式を参照） 

 ・事業申請書（様式１－１） 

・事業計画書（様式１－２） 

・経費計画書（様式１－３） 

・誓約書（「１０ 誓約書の提出」参照） 

・審査基準にある「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価」における認定等又は 

内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認通知がある場合は、その写し 

・その他必要と思われる資料 

 

※これらを企画提案書に読み換える。 

  ※企画提案書は、日本語及び日本語通貨で記入すること。 

※様式１－２については、別紙を添付することも可能。ただし、別紙も含め、全体で６ペー
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ジ以内に収めること。また、別紙を添付する場合は、Ａ４サイズで作成すること。 

  ※事業計画の中事業の一部を再委託することを予定している場合は、「再委託に関する事項

（様式２－１、２－２）」もあわせて提出すること。 

※用紙サイズはＡ４縦版とすること。 

  ※様式の作成にあたっては、正確を期すため、パソコン、ワードプロセッサー等の判読しや

すいもので作成すること。 

 

 

（２）提出方法 

 ①  企画提案書の様式及びファイル形式は本事業実施要領に定める様式を参照のこと。 

② 企画提案書は E-mailでデータを送信すること。 

（留意事項） 

・企画提案書のデータをメールに添付して送信すること。 

・メールの件名及び添付ファイル名はともに「（モデル構築）_（法人名）」とすること。 

・添付ファイルは PDF 形式で１つにまとめて送信すること。ただし、容量が大きくてまとめ

られない場合は件名の最後に番号を付けて複数回に分けて送信することができる。 

・受信通知は、送信者に対してメールにて返信する。 

  ・メール送信上の事故（未達等）については、当方は一切の責任を負わない。 

 

（３）提出先及び公募に関する問合せ先 

 〒100-8959 

 東京都千代田区霞が関３－２－２ 

 文部科学省総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 消費者教育推進係 

  TEL：０３－５２５３－４１１１（内線 ２２６０） 

  E-mail：consumer@mext.go.jp 

 

（４）提出受付期間 

  令和７年１２月５日（金）１８時必着 

 

（５）その他 

 ・企画提案書等の作成費用については、選定結果に拘わらず企画提案者の負担とする。 

 ・公募締切日後の企画提案書等の提出、差し替え及び訂正は認めない。 

 ・採択件数は現時点の予定であり増減する場合がある。最終的な採択件数は審査委員会が決定

する。 

 ・公募期間中の質問・相談等については、当該者のみが有利となるような質問等については回

答できない。質問等に係る重要な情報はホームページにて公開している本件の公募情報に開

示する。 

 

１０ 選定方法等 

（１）選定方法 

  選定委員会において提出された事業実施計画書等の内容を審査し、本事業の趣旨を踏まえた

適切な計画であると認めた場合、採択案件に決定する。 
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（２）審査基準 

  別途定める審査基準のとおり 

 

（３）選定結果の通知 

  選定終了後、速やかにすべての提案者に選定結果を通知する。 

 

（４）条件付採択 

  選定において条件付き採択となった場合は、委託業務の遂行に支障を来さない限度において、

再度修正した事業計画書及び経費計画書の提出を求めた上で、条件を満たしたと判断できるも

のについて採択する。 

 

１１ 誓約書の提出 

（１） 本企画競争に参加を希望する者は、企画提案書の提出時に、暴力団等に該当してない旨の 

別添の誓約書を提出しなければならない。また、企画提案書の内容に業務を別の者に再委託

する計画がある場合はその再委託先も誓約書を提出すること。 

（２） 前項の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書に反することとなったと 

きは、当該者の企画提案書を無効とするものとする。 

（３） 前２項は、地方公共団体、国立大学法人には適用しない。 

 

１２ 契約締結 

選定の結果、契約予定者と提出書類を基に契約条件を調整するものとする。なお、契約金額

については、事業計画書及び経費計画書等の内容を勘案して決定するので、申請者の提示する

額とは必ずしも一致するものではない。また、契約条件等が合致しない場合には、契約締結を

行わない場合がある。 

  国の契約は、契約書を締結（契約書に契約の当事者双方が押印）したときに確定することと   

なるため、契約予定者として選定されたとしても契約書締結後でなければ事業に着手できない

ことに十分留意すること。なお、再委託先がある場合は、この旨を再委託先にも十分周知する

こと。 

 

１３ スケジュール 

公募開始：令和７年１１月１４日（金） 

   公募締切：令和７年１２月５日（金）１８時必着 

   審査・選定：令和７年１２月上旬頃 

  契約締結：令和７年１２月中旬頃 

  契約期間：契約締結日から令和８年３月１１日まで 

 

１４ その他 

（１）事業に係る事項については、委託要綱、運用指針等によるものとする。 

（２）事業実施に当たっては、契約書及び事業計画書、実施計画書等を遵守すること。 

（３）女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定など企画提案書に記載した

事項について、認定の取消などによって記載した内容と異なる状況となった場合には、速や

かに発注者へ届け出ること。 
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〔契約締結に当たり必要となる書類〕 

   選定の結果契約予定者となった場合、契約締結のため、遅滞なく以下の書類をする必要があ

る為、事前に準備しておくこと。再委託先がある場合は、再委託先にも周知すること。 

・実施計画書（委託事業経費内訳を含む） 

・再委託に係る事業委託経費内訳 

・委託事業経費（再委託に係るものを含む）の積算根拠資料（謝金単価表、旅費支給規程、見

積書など） 

・銀行口座情報 


